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長
期
化
す
る
コ
ロ
ナ
禍
な
ど
に
よ
り
、
私
た
ち
の
生
活
や
仕
事

の
変
化
が
求
め
ら
れ
て
き
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
働
く
環
境
も
急

激
に
変
化
し
て
き
て
お
り
、
労
働
安
全
衛
生
の
充
実
が
い
っ
そ
う

重
要
に
な
っ
て
き
た
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

北
海
道
労
働
局
で
は
、
２
０
１
８
年
度
～
２
２
年
度
の
５
年
を

１
つ
の
サ
イ
ク
ル
と
し
て
「
第
１
３
次
労
働
災
害
防
止
計
画
」
を

策
定
し
、
２
０
１
７
年
度
と
比
し
て
死
亡
者
数
を
２
０
％
以
上
、

死
傷
者
数
を
５
％
以
上
減
少
さ
せ
る
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

こ
の
直
近
の
確
定
値
と
な
る
、
計
画
の
３
年
目
（
２
０
２
０

年
）
の
死
亡
者
数
は
マ
イ
ナ
ス
３
７
．
０
％
と
目
標
達
成
の
水
準

に
あ
り
ま
す
が
、
死
傷
者
数
に
つ
い
て
は

プ
ラ
ス
１
１
．
６
％
で

あ
り
目
標
達
成
に
向
け
て
厳
し
い
状
況
に
あ
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
労
働
災
害
の
防
止
に
加
え
、
就
業
環
境
の
急
激
な
変

化
な
ど
に
起
因
す
る
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
や
、
法
制
化
さ
れ
た

ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
防
止
へ
の
対
応
な
ど
に
も
取
り
組
み
を
進
め
、
引

き
続
き
「
誰
も
が
健
康
で
安
全
に
働
く
こ
と
が
出
来
る
社
会
」
の

実
現
を
目
指
す
決
意
で
す
。

２
０
２
２
年
も
会
員
各
位
・
組
合
員
の
皆
さ
ん
の
変
わ
ら
ぬ
ご

支
援
と
ご
協
力
を
お
願
い
申
し
上
げ
る
と
と
も
に
、
一
層
の
ご
健

勝
と
ご
活
躍
を
祈
念
し
、
年
頭
の
ご
挨
拶
と
い
た
し
ま
す
。
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労働局と重点取り組み業種とで情報・意見交換！

職場状況を交流し、労災防止の決意を新たに！

当センターは、昨年12月3日、北海道労働福祉会館２階会議室におい

て、労働災害防止に向け、重点取り組みの陸上貨物輸送業、小売店、飲

食店、社会福祉施設の４業種と北海道労働局との情報・意見交換会を実

施しました。年末で慌ただしい状況ではありましたが、会の継続性や有

意性などを鑑み、労働局をはじめ、自治労やUAゼンセン、運輸労連の

ご理解やご協力を頂き開催しました。内容については、①北海道の労働

安全や衛生に関する状況や労働局の取り組み、②各業種の職場状況や課

題、労働行政に望むことを柱にして行いました。

以下は情報交換の一部を要約したものです。

◆北海道における労働災害の発生状況は現在どうなっているか

① 北海道における令和２年の労働災害の死亡者数は51人で過去最少でしたが、休業4日以上の死傷者

数は7,735人で、前年より992人（14.7％）増加しています。

死傷者数の中には、新型コロナ感染症によるものが全体の約1割を占めており、コロナを除くと約

3％増加しています。

② 北海道における令和３年11月末現在の労働災害発生状況は死亡者数48人で、昨年同期より8人増加

しており、新型コロナ感染症の労災認定等が時間差で加わると51人を超えます。

死傷者数に関しても6,704人で、前年を1,070人（19％）増加しています。

もちろんこの中にも新型コロナ感染症によるものが、昨年より割合が増え、約13～14％含まれてい

ます。

◆このような労働災害の発生状況を踏まえて、北海道労働局ではどのようなことをしているのか

① 第13次労働災害防止計画

北海道労働局では、平成30年をスタートとする第13次労働災害防止計画を立てて、平成29年に比

して、令和4年までの5年間で死亡労働者数を20％以上、死傷者数を5％以上減少させることを目標と

して、死亡災害が多い建設業・製造業・林業と災害件数が増加傾向にある陸上貨物運送業・第三次産

業・農業・畜産業・水産業を重点業種とするほか、業種に関係ない交通労災防止対策、転倒災害防止

対策、冬季災害防止対策を推進しています。

② 目標の達成状況

死亡災害の目標は63人なので、既に達成していますが、死傷者数は5,280人なので、目標達成に

は至っていません。もちろん死亡労働災害は有ってはならないものなので、目標以下であれば発生

しても良いというものではありません。

◆労働災害防止に関してこれからの時期に注意した方がよいことは何か

① 北海道冬季ゼロ災運動

雪が降り積もるこの時期には、冬季特有の労働災害が発生します。

1つは転倒災害～冬季に限られたものではないが、冬季は

特に滑りやすい。

2つ目は屋根の雪下ろし及び除雪作業時の災害、冬特有の

作業であり、屋根からの転落、落雪、除雪機械との接触、

除雪機械の転落等々。

3つめは交通労災で、圧雪・アイスバーン、吹雪や雪山に

よる視界不良により、事故になり易い。

4つ目は一酸化炭素中毒で、閉め切って換気不十分な屋内

での内燃機関を有する機械を使用した作業等で発生。

以上が特に注意した方がよい点です。
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② 冬季災害防止のポイント

気温が低いことや厚着になることから、夏場と違って体の動き大幅に鈍ることを想定して対策を考

える。

除雪業者以外は、通常業務ではない非定常作業であるが、作業前にリスクを考え、事前に防止策を

考える。

出入り口付近、屋外通路等の安全性を確保する。

◆転倒災害は日常でもよくあることで個人の身体能力にも思われるが、どんな対策があるか

足場等の改善が図られ、今や転倒災害が墜落・転落災害を抜き、

事故の型としては1位となっています。

転倒に関しては、本人の不注意、個人の身体能力に起因

するとして、多くの職場で対策が取られてこなかったもの

であるが、転倒災害を減らさないと災害が減らなくなって

きています。

整理整頓、清掃、設備改善、耐滑靴の着用、危険の見え

る化、予防運動等をしっかり取り組むことが重要です。

「安全で安心な店舗・施設づくり推進運動」

「転倒予防の日（10月10日）」

◆労働者の高齢化に伴い、転倒災害防止対策は重要と思われるが。高齢者に対

しては何があるか

少子高齢化により労働人口はますます減少します。

働き方改革は、今まで働いていなかった高齢者や女性が働きやすくするためのものでもあります。

高齢者の災害は3割弱を占め、回復に時間を要するため、休業期間が長くなる。労働力確保のため

には高齢者に配慮したエイジフレンドリーな職場づくりが必要となる。

「エイジフレンドリーガイドライン」

◆定期健康診断の状況はどうなっているのか

健康診断の有所見率は、

特に北海道は全国平均58.3％を

上回る61.3％です。

北海道運輸交通業は７３．1％と

なっています。

労働局からは健康診断の実施と

病気の早期発見の必要性を強調し

ていました。

◆情報・意見交換

運輸労連、自治労、UAゼンセンから各職場の実態や課題に

ついて話していただき労働局と情報交換をしました。

最後に、労働局より労働災害が増加したことを踏まえ、

第13次労働災害防止計画の最終年となることから

各事業場において安全意識を高めて、死亡労働災害撲滅に

努めて頂きたいと話がありました。
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道内は中小企業が圧倒的に多い中、企業の大小によって勤

労者の健康や命に違いがあってはならいと思います。

職場での安全衛生委員会の設置や取り組み、産業医に関する

課題、健康診断の実施等々に課題が残りました。

今後は、当センターとして産別・労組、企業等とオンライ

ンを併用した学習会を開催していきたいと思っています。

「パワーハラスメント防止法措置」が
中小企業の事業主にも義務化されます！

令和２年６月１日に「改正労働施策総合推進法」が施行されました。そして、中小企業に対する職

場のパワーハラスメント防止措置は、令和４年４月１日から義務化されます（令和４年３月３１日

までは努力義務）。皆さんの職場では、経営トップメッセージや、就業規則等々の環境や準備は

万全ですか。

相談窓口の担当者等が、相談者の心身の状況や当該言動が行われた際の受け止めなど、その認識にも

配慮しながら、相談者と行為者の双方から丁寧に事実確認を行うことも重要ですが、その担当者教育

などはされていますか。

パワハラ防止法の全面施行に向けた中小企業における取組推進労使学習会 第１弾
主 催：北海道勤労者安全衛生センター

日 時：2022年１月１８日（火）午後１時３０分～午後３時

会 場：対面とZoomによるハイブリッド

内 容：① パワハラ関連法・指針の解説と最新裁判例の紹介 ②マタハラ、セクハラ等、パワハラ以外へ

の実務対応 ③各種報告等、行政への実務対応 ④事例ごとに考えるハラスメントへの実務対応

⑤質疑応答等

講 師： 北海道働き方改革推進支援センター（社会保険労務士）

問 合 せ： 次のメールまでお願いします。safety@rengo-hokkaido.gr.jp 担当：齊藤勉

mailto:safety@rengo-hokkaido.gr.jp

